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表紙

第154回定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第154期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
東京インキ株式会社

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書
面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しており
ません。
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連結注記表

連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の状況
連結子会社の数 ９社
主要な連結子会社の名称 林インキ製造㈱、荒川塗料工業㈱、英泉ケミカル㈱（2026年４月１日

付で東京ポリマー㈱を存続会社とする吸収合併により消滅）、
東京ポリマー㈱（2026年１月１日付でハヤシ化成工業㈱から商号変
更）、トーイン加工㈱、東洋整機樹脂加工㈱、東京インキ㈱U.S.A.、
東京インキ（タイ）㈱、東京油墨貿易（上海）有限公司

（２）非連結子会社の状況
該当事項はありません。
前連結会計年度において主要な非連結子会社であった東京ポリマー㈱は、当連結会計年度において清
算を結了したため、非連結子会社から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社は該当事項はありません。

３. 会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券の評価基準及び評価方法
市場価格のない株式等以外のもの･･････････時価法

　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価
　　　　　　　　　　　　　は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等･･･････････････････移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法･･････時価法
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵品･･････当社及び国内連結子会社は主として移動平均法によ
る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）

　　　　　　在外連結子会社は先入先出法による低価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

－ 1 －
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連結注記表

（３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度の負担額を計上し
ております。

③ 役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度の負担額を計上して
おります。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
①   履行義務の内容

当社グループはインキ事業、化成品事業及び加工品事業を営んでおり顧客との売買契約に基づい
て商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。

②   履行義務を充足する通常の時点
　インキ事業、化成品事業、加工品事業全ての事業につきまして、商品又は製品を顧客に引き渡し
た時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判断していることから、
当該時点にて収益を認識しております。なお、商品又は製品の国内の販売につきましては、出荷時
から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、出荷時に
収益を認識しております。

③   代理人取引
　インキ事業、化成品事業における直送取引の一部に係る収益において、顧客への商品提供におけ
る当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入先
に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

④   買戻し契約に該当する有償支給取引
　インキ事業における買戻し契約に該当する有償支給取引において、棚卸資産を認識するととも
に、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸資産について負債を認識しております。

－ 2 －
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連結注記表

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

イ. ヘッジ会計の方法
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
　ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすデリバティブ取引については、特例処理を採
用しております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象
　・ヘッジ手段……デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）
　・ヘッジ対象……売掛金、買掛金、借入金

ハ. ヘッジ方針
　金利変動に伴う借入金のキャッシュ・フロー変動リスクをヘッジする目的、また、外貨建取引
の為替変動リスクをヘッジする目的で、デリバティブ取引を利用する方針であります。
　当該取引は、実需の範囲内に限定し、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のために単
独でデリバティブ取引を利用しない方針であります。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップ取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘ
ッジ開始時及びその後も継続して金利の変動による影響を相殺または一定の範囲に限定する効果
が見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
　為替予約取引については、過去の取引実績や事例及び今後の取引の実行可能性が極めて高いこ
と等を総合的に勘案し、ヘッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性の評価を実施
しております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。

－ 3 －
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（単位：百万円）
当連結会計年度

有形固定資産 12,397
無形固定資産 679

減損損失 799

（会計上の見積りに関する注記）
１．固定資産の減損
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののう

ち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目として、報告セグメントの

加工品事業に属するネトロン事業における固定資産の減損損失の計上を識別いたしました。

　固定資産の減損損失の要否判定を実施するにあたり、資産のグルーピングにつきましては、他の資産

または、資産グループのキャッシュ・フローからおおむね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小

単位で行っており、管理会計上の区分別（製品群別）に分類をしております。

　原材料供給の不安定化等を背景とした顧客におけるBCP対策による販売数量の減少や、水処理用資材

市場における競争の激化により事業環境が大きく変化したことにより、営業損益が継続してマイナスに

なったことから、ネトロン事業に減損の兆候があると認められ、割引前将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を下回ることから、減損損失の計上が必要であると判断いたしました。

（見積りの内容）

　回収可能価額は、正味売却価額により算定しております。土地等の正味売却価額については、不動産

鑑定評価基準に基づく鑑定評価額を基礎として見積っております。

　当社グループを取り巻く事業環境の変化又は土地等の不動産価格の下落、現在の見積り及び仮定に反

映されていない事象が発生した場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性がありま

す。

－ 4 －
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（単位：百万円）
当連結会計年度

繰延税金負債 2,052

１. 有形固定資産減価償却累計額
　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

38,915百万円

資産 投資有価証券 787百万円
その他（投資その他の資産） 60百万円

債務 長期借入金 122百万円
１年内返済予定の長期借入金 54百万円

２．繰延税金資産の回収可能性
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌

連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目として、当社の繰延税金資産の回収可
能性を識別いたしました。

① 見積りの算出方法
当社は、当連結会計年度末において、将来の事業計画に基づき見積られた課税所得に対して、将来減

算一時差異解消時期のスケジューリングを行い、将来の税負担額を軽減することができる範囲内で繰延
税金資産を計上しております。

② 見積りの算出に用いた主要な仮定
繰延税金資産の回収可能性を判断する基礎となる課税所得の見積りは、事業計画を基礎としており、

事業環境を考慮した販売数量、販売価格、原材料価格を主要な仮定としております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などにより課税所得が見積りと異なった場合、繰延税

金資産の金額が変動し、翌連結会計年度における連結計算書類において重要な影響を与える可能性があ
ります。

（連結貸借対照表に関する注記）

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務

－ 5 －
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建物及び構築物
機械装置及び運搬具

178百万円
344百万円

計 522百万円

　　　　　　　普通株式 13,628,790株

　　　　　　　普通株式 1,133,644株

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025 年 ６ 月 26 日
定時株主総会 普通株式 338 130 2025 年 ３ 月 31 日 2025 年 ６ 月 27 日

2025 年 11 月 ７ 日
取締役会 普通株式 328 130 2025 年 ９ 月 30 日 2025 年 12 月 ２ 日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2026 年６月 25 日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 462 37 2026年３月31日 2026年６月26日

３. 保険差益により有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

当連結会計年度の末日における自己株式の数

２. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（注）2026年１月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当
　　　額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

３. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

－ 6 －
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（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については銀行借入による
方針であります。主にインキ、化成品、加工品の製造販売事業及び不動産賃貸事業を行うための設備投資計
画に照らして、必要な資金を長期借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避す
るために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海
外向けの売上によって発生する外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨
建ての買掛金残高の範囲内にあります。投資有価証券は、主に取引先企業との業務または資本提携等に関連
する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等
の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を
利用してヘッジしております。変動金利の長期借入金については、金利の変動リスクに晒されるため、デリ
バティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物
為替予約取引、並びに長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取
引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方
法等については、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」をご参照下さ
い。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、与信債権管理運用基準に従い、営業債権について、営業統括企画部が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、経理部門との情報共有化を行いな
がら、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また連結子会社について
も、当社に準じて同様の管理を行っております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度の高い金
融機関とのみ取引を行っております。
　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額に
より表されております。

－ 7 －
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(単位：百万円)
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（１）投資有価証券
その他有価証券 5,137 5,137 －

資産計 5,137 5,137 －
（１）長期借入金 4,652 4,559 △92

負債計 4,652 4,559 △92

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し
て、先物為替予約を利用してヘッジしております。また、長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制す
るために、金利スワップ取引を利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との
関係を勘案して保有意義を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引については、取締役会で基本方針を承認し、これに従い理財部が取引を行い、記帳及び
契約先と残高照合等を行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき理財部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許
流動性を概ね月商の過半数を超える水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）３をご参照下さい）。

（注）１
資産
現金及び預金、受取手形、電子記録債権並びに売掛金については、現金であること、及び短期間で決済され
るものであるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。
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(単位：百万円)

区分
連結決算日における

連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
①株式
②債券
③その他

5,052
－
－

2,341
－
－

2,711
－
－

小計 5,052 2,341 2,711
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
①株式
②債券
③その他

84
－
－

125
－
－

△40
－
－

小計 84 125 △40
合計 5,137 2,466 2,670

(単位：百万円)
種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 853 505 －
合計 853 505 －

負債
支払手形及び買掛金並びに短期借入金は短期間で決済されるものであるため、時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、注記を省略しております。

（注）２　有価証券取引に関する事項
（１）その他有価証券において、種類ごとの取得価額、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については

以下のとおりであります。

（２）売却したその他有価証券については以下のとおりであります。

－ 9 －
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(単位：百万円)
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 275

(単位：百万円)

１年以内 １年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金

4,231
249

5,161
10,829

－
－
－
－

－
－
－
－

－
－
－
－

(単位：百万円)

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金
長期借入金
リース債務

1,400
1,456

60

－
1,164

47

－
1,044

35

－
647
19

－
340

2

－
－
－

（注）３ 市場価格のない株式等は、「(１) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸
借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注）４ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）５ 長期借入金、リース債務及び他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（注）６ 「(１) 長期借入金」には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

－ 10 －
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(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 5,112 24 － 5,137

資産計 5,112 24 － 5,137

(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 4,559 － 4,559
負債計 － 4,559 － 4,559

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベル

に分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

－ 11 －
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(単位：百万円)
連結貸借対照表計上額 時価

577 988

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は、活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。また一部のTOKYO PRO Market上場株式については、市場価
格は存在するものの、当該市場における取引量が限定的であり、活発な市場における公開価格とは認められな
いため、東京証券取引所が公表する株価情報を用いて時価を算定し、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル・住宅（土地を含む。）を有しておりま
す。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

(注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

(注）２　当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額及び｢不動産鑑
定評価基準｣に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）でありま
す。

－ 12 －
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（単位：百万円）
報告セグメント

合計
インキ事業 化成品事業 加工品事業 不動産賃貸

事業 計

主要な財又はサービス

オフセットインキ 11,202 － － － 11,202 11,202

インキその他 7,165 － － － 7,165 7,165
マスターバッチおよび
樹脂コンパウンド － 23,078 － － 23,078 23,078

化成品その他 － 809 － － 809 809

ネトロン － － 1,332 － 1,332 1,332
土木資材および
農業資材 － － 4,064 － 4,064 4,064

加工品その他 － － 2,181 － 2,181 2,181
顧客との契約から
生じる収益 18,368 23,887 7,579 － 49,835 49,835

その他の収益 － － － 90 90 90

外部顧客への売上高 18,368 23,887 7,579 90 49,926 49,926

１. １株当たり純資産額 2,552円42銭
２. １株当たり当期純利益 147円44銭

（収益認識に関する注記）
１．収益の分解情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　　「連結注記表」の「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）３．会計方針
　　　に関する事項」の「（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）2026年１月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期
　　　首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり純資産額」および「１株当たり当期純利益」を算定
　　　しております。
（重要な後発事象に関する注記）

－ 13 －
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　当社は、2026年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行したことにより、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号2016年12月16日）及び「退職

給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号2007年２月７日）を適用し、

確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行います。これによる影響額は、翌連

結会計年度（2027年３月期）において、特別利益として計上する予定ですが、金額については現在算定中であ

ります。

－ 14 －
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個　別　注　記　表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１. 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券
①子会社株式及び関連会社株式･････････ 移動平均法による原価法
②その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの･･････時価法

　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
　　　　　　　　　　動平均法により算定）

　市場価格のない株式等･･････ ････････移動平均法による原価法
（２）デリバティブの評価基準及び評価方法････時価法
（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵品････移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り算定）

２. 固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産(リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
（２）無形固定資産(リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
　従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しておりま
す。

（３）役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しておりま
す。

（４）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込み額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付残定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
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る定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４. 収益及び費用の計上基準
①   履行義務の内容

　当社はインキ事業、化成品事業及び加工品事業を営んでおり顧客との売買契約に基づいて商品又は
製品を引き渡す履行義務を負っております。

②   履行義務を充足する通常の時点
　インキ事業、化成品事業、加工品事業全ての事業につきまして、商品又は製品を顧客に引き渡した
時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判断していることから、当該
時点にて収益を認識しております。なお、商品又は製品の国内の販売につきましては、出荷時から当
該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、出荷時に収益を認
識しております。

③   代理人取引
　インキ事業、化成品事業における直送取引の一部に係る収益において、顧客への商品提供における
当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を
控除した純額で収益を認識しております。

④   買戻し契約に該当する有償支給取引
　インキ事業における買戻し契約に該当する有償支給取引において、支給品の譲渡時に当該支給品の
消滅を認識しています。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。
　ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすデリバティブ取引については、特例処理を採用し
ております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段……デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）
・ヘッジ対象……売掛金、買掛金、借入金

③ ヘッジ方針
　金利変動に伴う借入金のキャッシュ・フロー変動リスクをヘッジする目的、また、外貨建取引の為
替変動リスクをヘッジする目的で、デリバティブ取引を利用する方針であります。
　当該取引は、実需の範囲内に限定し、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のために単独で
デリバティブ取引を利用しない方針であります。

－ 16 －
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（単位：百万円）
当連結会計年度

有形固定資産 9,993
無形固定資産 668

減損損失 799

④ ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップ取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ
開始時及びその後も継続して金利の変動による影響を相殺または一定の範囲に限定する効果が見込ま
れるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
　為替予約取引については、過去の取引実績や事例及び今後の取引の実行可能性が極めて高いこと等
を総合的に勘案し、ヘッジ対象としての適格性を検討することにより、有効性の評価を実施しており
ます。

（２）退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．当事業年度の計算書類に計上した金額
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計

算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目として、報告セグメントの加工品事業に属するネトロン

事業における固定資産の減損損失の計上を識別いたしました。

　固定資産の減損損失の要否判定を実施するにあたり、資産のグルーピングにつきましては、他の資産

または、資産グループのキャッシュ・フローからおおむね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小

単位で行っており、管理会計上の区分別（製品群別）に分類をしております。

　原材料供給の不安定化等を背景とした顧客におけるBCP対策による販売数量の減少や、水処理用資材

市場における競争の激化により事業環境が大きく変化したことにより、営業損益が継続してマイナスに

なったことから、ネトロン事業に減損の兆候があると認められ、割引前将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を下回ることから、減損損失の計上が必要であると判断いたしました。

（見積りの内容）

　回収可能価額は、正味売却価額により算定しております。土地等の正味売却価額については、不動産

－ 17 －



2026/05/26 17:58:46 / 25300171_東京インキ株式会社_招集通知

個別注記表

当事業年度

繰延税金負債 1,310

鑑定評価基準に基づく鑑定評価額を基礎として見積っております。

　当社を取り巻く事業環境の変化又は土地等の不動産価格の下落、現在の見積り及び仮定に反映されて

いない事象が発生した場合、翌事業年度の計算書類に影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書

類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目として、当社の繰延税金資産の回収可能性を識別いたしました。

① 見積りの算出方法
当社は、当事業年度末において、将来の事業計画に基づき見積られた課税所得に対して、将来減算一

時差異解消時期のスケジューリングを行い、将来の税負担額を軽減することができる範囲内で繰延税金
資産を計上しております。

② 見積りの算出に用いた主要な仮定
繰延税金資産の回収可能性を判断する基礎となる課税所得の見積りは、事業計画を基礎としており、

事業環境を考慮した販売数量、販売価格、原材料価格を主要な仮定としております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などにより課税所得が見積りと異なった場合、繰延税

金資産の金額が変動し、翌事業年度における計算書類において重要な影響を与える可能性があります。
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⒈ 有形固定資産の減価償却累計額
　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

33,104百万円

⒉ 関係会社に対する短期金銭債権 244百万円
関係会社に対する短期金銭債務 259百万円
関係会社に対する長期金銭債権 128百万円

資産 投資有価証券 787百万円
その他（投資その他の資産） 60百万円

債務 長期借入金
１年内返済予定の長期借入金

122百万円
54百万円

建物
機械及び装置

178百万円
344百万円

計 522百万円

関係会社との取引高
　売上高 294百万円
　仕入高 2,508百万円
　販売費及び一般管理費 14百万円
　営業取引以外 8百万円

　　　　　　普通株式 1,133,644株

(貸借対照表に関する注記)

⒊ 担保に供している資産及び担保に係る債務

⒋ 保険差益により有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額

(損益計算書に関する注記)

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度の末日における自己株式の数
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(繰延税金資産)
貸倒引当金
賞与引当金

14百万円
134百万円

未払事業税 40百万円
減損損失 711百万円
ゴルフ会員権評価損
関係会社株式評価損

27百万円
170百万円

その他 168百万円
繰延税金資産小計 1,267百万円
評価性引当額 △659百万円
繰延税金資産合計 607百万円

(繰延税金負債)
買換資産圧縮積立金 △445百万円
前払年金費用 △630百万円
その他有価証券評価差額金 △841百万円
繰延税金負債合計 △1,917百万円
繰延税金負債の純額 △1,310百万円

(税効果会計に関する注記)
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ）
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 東京インキ
（タイ）㈱

所有
直接 97.5％ 資金の貸付等

資金の貸付
(注) 99 短期貸付金 111

資金の回収
(注) 447 長期貸付金 21

利息の受取
(注) 2

⒈ １株当たり純資産額 2,230円47銭
⒉ １株当たり当期純利益 128円85銭

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

(単位：百万円)

(注)　東京インキ（タイ）㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており
　　　ます。なお、担保は受け入れておりません。

(収益認識に関する注記)
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（収益認識に関
する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

（注）2026年１月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に
　　　当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり純資産額」および「１株当たり当期純利益」を算定して
　　　おります。

(重要な後発事象に関する注記)
　当社は、2026年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行したことにより、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号2016年12月16日）及び「退職

給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号2007年２月７日）を適用し、

確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行います。これによる影響額は、翌事

業年度（2027年３月期）において、特別利益として計上する予定ですが、金額については現在算定中でありま

す。
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